












人は全体の 4 割程度であること，環境変化に直面した NPO 法人の活動成果指標が特に劣ること
はないことが明らかになった。また，環境適合を進めるにあたり地域などの外部リソースを適切
に活用することの重要性を確認した。
Mission achievement evaluations of Japanese social entrepreneurs with
balanced scorecards: The nonprofits face the demand uncertainty of digital
literacy enhancement
Abstract
In Japan, around 600 nonprofits have been founded to promote effective information and
communication technology(ICT)utilization in local communities. Indeed their activities are
important but there are few researches on their performances. The researcher makes a study of
their annual reports and evaluates the “mission accomplishment” and the “management maturity”
of each organization. The evaluations with 152 organizations and the three case studies have
shown some performance issues and the adaptation strategies of Japanese nonprofits.
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地域ニーズも変化する。NPO 法人についてもMiles et al.(1978)が述べるように，環境変化に直
面したとき，組織は企業的課題(entrepreneurial problem)，技術的課題(engineering problem)，マ
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図 1 非営利団体の環境適応戦略 (出所)Miles et al.(1978)にもとづき筆者作成
























収入金額 30%，(3)活動(イベント等)の回数 29%，(4)会員の数 21%，(5)ボランティアの数
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表 1 NPO法人のバランスト・スコアカード「ミッション‐マネジメント モデル」















































財政健全化率≧ 1 3 点 財政健全化率≧0ｻ5 2 点
財政健全化率≧ 0 1 点 正の収益率 1 点
4 点 受益者1000人日以上または経常収益1000万円
以上
3 点 受益者500人日以上 または経常収益100万円
以上
2 点 受益者100人日以上 または経常収益10万円
以上
財政健全化率＜ 0 または 負の収益率
1 点 受益者100人日未満 かつ 経常収益10万円
未満





























現代社会フォーラム No. 13 (2017)
─ 7 ─
表 3 ミッション達成度とマネジメント成熟度の関連
N＝152X2＝92ｻ1 *** *** 1 % 有意
マネジメント成熟度からみた団体数
5 4 3 2 1
ミッション達成度から
みた団体数
5 1 1 7 7 1
4 5 7 11 9 2
3 6 8 16 10 3
2 8 8 3 4 1
1 2 4 1 2 25
さらに，マネジメント成熟度について同様に調べたところ，有意差がみられた。(t＝1ｻ696，
df＝148, p＜0ｻ1)この結果と平均値を見ると，環境変化に直面した NPO 法人の方が，マネジメ
ント成熟度という点でもむしろ高いことが明らかになった(表 4B)。




ここでは2005年までに創業した 3つの NPO 法人を取り上げ，リーダーが環境適合にいかに
努めてきたか検討する。創業時，A氏(男性)は地方公共団体の管理職を退職した直後であり，











5 10 14ｻ7% 7 8ｻ3% 17 11ｻ2%
4 19 27ｻ9% 15 17ｻ9% 34 22ｻ4%
3 22 32ｻ4% 21 25ｻ0% 43 28ｻ3%
2 5 7ｻ4% 19 22ｻ6% 24 15ｻ8%
1 12 17ｻ6% 22 26ｻ2% 34 22ｻ4%
合計 68 100ｻ0% 84 100ｻ0% 152 100ｻ0%






5 10 14ｻ7 12 14ｻ3 22 14ｻ5
4 16 23ｻ5 12 14ｻ3 28 18ｻ4
3 18 26ｻ5 20 23ｻ8 38 25ｻ0
2 15 22ｻ1 17 20ｻ2 32 21ｻ1
1 9 13ｻ2 23 27ｻ4 32 21ｻ1
合計 68 100ｻ0 84 100ｻ0 152 100ｻ0






















役員を兼務しているが，同社が幼児への IT 教育を手掛けているなど，企業と NPO 法人が隣
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表 5 NPO法人の環境適応戦略






























































本研究で明らかになったことを確認しよう。第 1に「草の根情報化」にあたる NPO 法人に
ついて，一般に活動成果と経営実態については以下の点を確認した。まず「ミッション達成

















本研究の含意は次の通りである。第 1に NPO 法人の活動成果が，それぞれ大きく異なって
いる中で，支援の重点化，選択化が考慮されるべきである。特にマネジメント面で課題がある
がミッションは達成しているような NPO 法人を，重点的に支援すべきである。「ミッション
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